


契約が可能な方 保障（補償）内容 掛金

退職組合員に
なられた方

現職中と同内容で補償
（地震等災害見舞金付）し
ます

現職中と同額、
年額一括払い火災・災害共済

５０歳以上でかつ、退職日
において契約がある方

入院の保障です
（B型は死亡（重度障害）
又は生存保障付）

退職時に保障必要原資額
が不足する方は、不足額
の一括払込みが必要
退職後の掛金は一切不要

新長期生命８０

５０歳以上でかつ、退職日
において契約がある方

死亡（重度障害）の
保障です

（2型は長寿祝金付）

退職時に保障必要原資額
が不足する方は、不足額
の一括払込みが必要
退職後の掛金は一切不要

終身生命共済

５年以上積み立て、55歳
以上でかつ据置期間が5
年以内であり、退職日に
おいて契約がある方

６０歳から年金の種類に
応じた額を年２回（主に４
月と１０月）お支払します

退職後の掛金は一切不要財形年金共済

４５歳以上でかつ、退職
する日に加入している方

主として６０歳から年金の
種類に応じた額を年２回

（１月と７月）お支払します

Aコースは、年金原資額に応
じた年金支払。退職金等で
の積増し可
Bコースは年金原資額が不
足する方は、不足額の退職
金等による一時払が必要

警生協年金
「ゆとり」

退職直後の６月までの
継続希望契約者

現職中と同内容で保障し
ます

退職月の翌月から６月ま
での残存掛金の一括払が
必要

※　退職後、再任用職員等として警察の職域に勤務される方は、現職組合員として契約できます。

選択いただいた年金の種類によります　　　　　

20年確定年金 
15年確定年金 

１０年確定年金 

終身年金（１5年保証期間付）

据置期間なし
又は
据置期間１年～
１０年のうちから
選択

退職直後の
６月30日まで
保障を継続

７月以降一定の要件を満たす方は契約できます

退職後、警察の職域に勤務される65歳までの間、
死亡と入院を保障します

６年確定年金 

15年確定年金 
10年確定年金 

終身年金 （１０年保証期間付）

選択いただいた年金の種類によります　　　　　

退職後一生涯にわたり死亡又は重度障害を保障します
２型は７０、７５、８０、８５、９０歳に達した都度
長寿祝金共済金をお支払します　

８０歳までの入院の保障（A型、B型共通）
７０歳までの死亡（重度障害）又は生存の保障（B型のみ）

契約された方が生存している間は、更新できます

P17～

P19～

P9～

P13～

P15～

P21～

60
歳

70
歳

80
歳

終
身

◎　各共済事業の詳しい保障内容等は、各掲載ページをご覧ください。

●　退職組合員加入申込書　兼　脱退手続等申込書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3
●　警生協年金「ゆとり」退職時手続申込書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P7

●　マイナンバーの申告が必要となる場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P22
●　火災・災害共済金、地震等災害見舞金の請求に必要な書類・・・・・・・・・・P24
●　新長期生命80、終身生命、財形年金の請求に必要な書類・・・・・・・・・・・P25
●　代理請求制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P27

警 察 職 員 が 自 ら つ く り 、育 て た 警 生  協 、警 察 職 員 一 人 一 人 が 主 役 で す 。警 察 職 員 が 自 ら つ く り 、育 て た 警 生  協 、警 察 職 員 一 人 一 人 が 主 役 で す 。

退 職 後 の 警 生 協 事 業退 職 後 の 警 生 協 事 業

1 2

各 共 済 事
業の詳しい
保 障 内 容
等は、各掲
載 ペ ー ジ
をご覧くだ
さい。

保障開始：
55歳以上で退職月の翌月

申込書の
記入例

共済金等の
請求手続他

保障開始：50歳以上で退職月の翌月

平成30年7月より新火災共済へ移行します。
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3 4

（カタカナで記入）

【退職脱退の場合】

退職後

が必要です。
保障（据置）開始を選択された方は、告知

（注）支部にて掛金の最終払込年月の末日を記入
　　最終払込年月日をもって解約年月日とする

生命・傷病共済の契約を継続する場合、「⑥その他」を選択してください。
ただし、下記の再就職先に採用されることが決定されている場合に限ります。
「⑥その他」を選択した場合、３～４は記入しないでください。

AL
２０
００
１

様
式
２０
４

（兼財産形成年金貯蓄者の退職等申告書）
退職組合員加入申込書　兼　脱退手続等申込書

連絡先住所

１．申込事由

必ず記入してください

２．振込先金融機関

３．退職組合員加入承認申請

４．生命・傷病共済の継続申請

事
務
局
用

様式

４０２ －１
警察職員生活協同組合理事長　殿
私は、配布されたパンフレット等に記載の重要事項（「契約概要」「注意喚起情報」）の内容を理解し、下記の共済契約の内容が

配偶者が共済契約の被共済者になる場合、及び「配偶者死亡の場合の受取人」を変更することについて配偶者の同意を得ました。
自身のニーズに合致することを確認して申し込みます。また、私は警生協が定める個人情報の取扱いに同意しました。なお、私の

支　部
コード

組合員
番　号

所　属
コード

職員
番号

組合員
氏　名
（自署）

カタカナ

漢字

生年月日

氏 名 ３
４ 平成
昭和

年 月 日

年 月 日平
成

記入日
（告知日）

住　所

〒　　　　　－

府県
都道

該当する番号に○をしてください。

退職予定年月日 年 月 日平
成

本・支店名
（漢字）

口座番号
（右詰め）

預金種目
普通

口座名義人

（漢字）
の名称
銀行等 １

２
銀　　行
信用組合

３
４ 農業協同組合
信 用 金 庫

２
１

３

本店
支店
出張所

火災・災害共済を退職後も契約更新される方は必ず加入してください。

　なお、組合の退職組合員取扱規則に定める取扱に同意し、出資金として１口１００円払込みます。
組合の定款第６条第２項に定める組合員になることを申請します。
私は、組合の退職組合員取扱規則で定める勤続年数（２５年）以上勤務し、かつ退職時に組合の共済事業を５年以上利用していますので、

氏名

　●退職後に火災共済契約の継続を希望されない方は、別途「火災・災害共済契約変更　兼　承継等申込書」で解約の手続きをしてください。
　●退職後も火災共済契約は残期間のみ継続されますが、今後火災共済に加入できませんのでご注意ください。

４　組合員及び配偶者とも残存共済掛金を納め、契約を当該共済年度末の６月３０日まで継続します。

５　配偶者は契約をしていないので組合員のみ残存共済掛金を納め、契約を当該共済年度末の６月３０日まで継続します。

６　配偶者は解約し、組合員のみ残存共済掛金を納め、契約を当該共済年度末の６月３０日まで継続します。

７　契約を継続しません。

８　本年度は契約しておりません。

残存掛金（退職月分まで） 残存掛金の算出（退職した月の翌月以降分） 残存掛金の送金払 込 済 月

（出資金・返戻金等） （警生協を脱退する方、新長期生命８０・終身生命を契約している方）

（退職組合員加入を希望される方）

傷病

生命

傷病

生命 月まで 円× 月年平成　口× か月分＝ 円

か月分＝ 円

円× 　口× か月分＝ 円

か月分＝ 円

１口×

１口×

合 計

円

送金しました。
送金します。

支部担当者確認 印

（　　　の住所を記入してください。）

組
合
員

配
偶
者

氏 名

カタカナ

漢字

漢字
氏 名

カタカナ

解　約

保障開始１

２

５．新長期生命８０保障開始・解約申請　（長期生命共済を契約している方）
申請事由（該当する番号に○をしてください。）

併せて、必要原資額に不足があった場合の不足額の一時払いの申込み、又は、超過があった場合の
超過額の返戻を申請します。

下記コース・型・入院日額により共済金の保障を受けたいので申請します。

退職年月日をもって解約をしたいので申請します。併せて、解約返戻金の返戻を申請します。

ご希望のコース・型に○をしてください。

配偶者氏名

組合員死亡
の場合の
受取人

本人・配偶者コースに変更する場合は、下記を記入してください。

受取人の指定または変更する場合は、下記を記入してください。

配偶者死亡
の場合の
受取人 漢字

氏 名

カタカナ

生年月日

入
院
日
額

本人コース

本人・配偶者コース

３　昭和

４　平成
年 月 日

Ａ型

Ｂ型

５０００ １００００７０００

５０００

５０００ ５０００ ５０００

７０００ ７０００

７０００

１００００ １００００ １００００

１００００７０００

続柄コード 続柄コード

新長期生命８０、終身生命共済
告知欄（健康状態の告知）

以下のいずれか又は両方に該当する場

をしてください。
・過去１年以内に病気で１４日以上
　継続して入院したことがあります
　か。
・過去１年以内に悪性腫瘍（がん）
　の治療のために通院又は入院した
　ことがありますか。

合は１に、該当しない場合は２に○

組合員の告知 配偶者の告知

解　約

１

２

申請事由（該当する番号に○をしてください。）

併せて、必要原資額に不足があった場合の不足額の一時払いの申込み、又は、超過があった場合の
超過額の返戻を申請します。

６．終身生命共済保障（据置）開始・解約申請 （終身生命共済を契約している方）

下記コース・型・口数により共済金の保障（据置）を受けたいので申請します。

解約したいので申請します。併せて、解約返戻金の返戻を申請します。

保障（据置）開始

１　はい、あります。

２　いいえ、ありません。

１　はい、あります。

２　いいえ、ありません。

平
成 年 月 日

終身生命共済掛金最終払込年月（末日）

契
約
口
数２型

１型 本人コース

本人・配偶者コース

ご希望のコース・型に○をしてください。

１ ３ ５

１－１ ３－３ ５－３ ５－５

氏 名

カタカナ

漢字
配偶者氏名

本人・配偶者コースに変更する場合は、下記を記入してください。
生年月日

３　昭和

４　平成
年 月 日

漢字
氏 名

カタカナ組合員死亡
の場合の
受取人

受取人の指定または変更する場合は、下記を記入してください。

配偶者死亡
の場合の
受取人 漢字

氏 名

カタカナ続柄コード 続柄コード

続柄コード
０：本人（契約者）
１：配偶者
２：子
３：養父母
４：実父母
５：孫
６：祖父母
７：兄弟・姉妹
８：その他
９：法定相続人

部　　長 担　　当

支部受付印

事務局受付印

事務局受付番号

事
務
局
審
査

ふりがな
氏　　名

住　　所

支部コード

不適格事由該当年月日

積 立 期 間 の 末 日

種 別

名 称

所 在 地

名 称

所 在 地

名 称

所 在 地

営 業 所 等
受入機関の

支 払 者
賃 金 の

勤 務 先

確認申告書の提出年月日

年金支払開始日

不適格事由の内容 退 職

職員番号 組合員番号

財産形成年金貯蓄者の退職等申告書

税務署長殿 年 月 日平成

東京都千代田区三番町６番８

警察職員生活協同組合

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

（生年月日）
昭和 年 月 日

該当することとなったので、この旨を申告します。
　退職、転任その他の理由により、租税特別措置法施行令第２条の３２第２項に規定する不適格事由に

受入機関の

受理日付印

〒

月まで

月まで

月まで

警生協 AL２０００１ 退職組合員加入申込書（様式２０４）（２P）

円×

円×

②を選択した場合は、ア～ウの該当箇所に○をつけてください。
「②退職脱退」を選択すると組合を脱退することとなり、今後火災共済に加入できません。

　ウ　勤続年数または共済事業利用年数が要件に満たないため、退職組合員に加入できません。

　ア　現在、火災共済の契約をしていません。
　イ　退職後、現在の火災共済契約が満了した後は、更新をしません。

７．財産形成年金貯蓄者の退職等申告（財形年金受給を予定されている方）

（再就職先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（該当する番号に○をしてください。）（申込事由「 ６　その他」以外の方）

電話番号 緊急連絡先

１　　　　　　　　　　２　退職脱退　　６　その他退職組合員加入
（火災・災害共済加入）

申告書の押印欄に
３枚とも押印ください。

（　　　　　） （　　　　　）

印

法人番号

法人番号

警生協ホームページ　http：／／www．keiseikyo．or．jp

※　個人番号については、税務署より提供を求められた
際に、組合員が所属する勤務先から提供を受けること
となりますので、　組合員が記載する必要はありません。

個　人　番　号　※

生命共済の共済掛金

Ｃ
Ｍ
Ｙ
Ｋ

（H２８．０６）

（再任用、非常勤職員（週２５H以上勤務等）、警察関係団体への再就職（安協、防犯協会等））

Ｋ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
印
字
あ
り

１０％
２０％

２

修 正 日 付

オペレータ

第 二 校 正

第 一 校 正

K
C
S　
３２
５８
４４
００
０５
６
　T
　②

H28.05.31

Ｋ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
印
字
あ
り

１０％
２０％

２

修 正 日 付

オペレータ

第 二 校 正

第 一 校 正

K
C
S　
３２
５８
４４
００
０５
６
　T
　②

H28.05.31

３０   ０２   １０

3 2  0 8  0 1

3 0  0 3  3 1

9 9 1 2 3 4 5 6 7

１２３４５６７

1 2 3 4 5 6 7 89 9 9 9 9

警生

東京 三番町

ケイセイ タロウ

太郎

ケイセイ タロウ

  

 １０２ 　８６０７ ０３　１２３４　５６７８ ０９０　５２１３　８３８３
東 京　　　　千代田区三番町６－８０

警生　太郎

3 1,340 8,0402 3
3
3
3

1,040 3,1203
1,340 4,0201 3
1,040 3,1203

退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書（A3判左ページ）の記入例退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書（A3判左ページ）の記入例

記入した日を書いてください。

氏名を記入してください。

４月以降にお住まいの郵便番号・電話番号・住所及び日中連絡のつく電話番号（緊急連絡先）を
記入してください。

振込先金融機関（本人名義）を記入してください。

　　　　チャートに従って記入してください。

警察の職域に再就職
（再任用・非常勤・外郭団体）

４.生命・傷病共済の
継続申請欄は、
記入しないでください。

記入要領記入要領

４．生命・傷病共済の継続申請　継続の期間を選択してください

１．申込事由　新火災共済の契約はどうされますか

3．退職組合員加入承認申請

３．退職組合員加入承認申請
組合員ご本人が自署してください

生命・傷病共済を
7月以降も契約する

1.申込事由
⇒　６　その他

（注1）6「その他」に○を付けた方は、警察
職域に勤務されている間、現職組合
員として生命・傷病共済及び新火災
共済の契約ができます。

（注2）退職脱退をされると、今後、
新火災共済の新規契約は
できませんのでご注意ください。

12月にご提出いただいた移行確認書で
「移行する」を選択した方、又は

新規で新火災共済の契約を希望する方

生命・傷病共済を
7月以降契約しない

民間企業に再就職又は
再就職しない方

■ 生命・傷病共済を６月30日まで継続する ⇒　４　５　６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のいずれかを選択

■ 生命・傷病共済を退職日で終了する 　 ⇒　７
■ 生命・傷病共済に契約していない 　 ⇒　８

1.申込事由
⇒　1　退職組合員加入

1.申込事由
⇒　2　退職脱退

退職を迎えられる皆様へ
　下記の書類で火災・災害共済、生命・傷病共済、新長期生命80、終身生命共済及び財形年金共済の5つの事業の
退職手続を行います。警生協の事業を利用していない場合でも、出資金を返戻する手続が必要ですので、書類を
受け取られた方は必ず提出してください。
　なお、生命・傷病共済は退職後の勤務先により継続することができる場合があります。生命・傷病共済の継続
を希望した場合、平成30年7月からスタートする新火災共済も併せて退職後の勤務先で手続をすることができ
ます。
　記入要領に従って書類を作成してください。

※訂正印は必要ありません。赤字の箇所を記入してください。
①①

①
②
③
④
⑤～⑦

①
②
③
④
⑤～⑦

②②

③③

⑥⑥

④④

⑤⑤

⑦⑦

4.生命・傷病共済の継続申請

12月にご提出いただいた移行確認書で
「移行しない」を選択した方、又は

新火災共済を契約しない方

（注1） （注2）

⑤

⑥

⑦

火
災・災
害
共
済

記
入
例

新
長
期
生
命
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終
身
生
命
共
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財
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金
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警
生
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年
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と
り
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病
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済
金
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の
請
求
手
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警
生
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病
共
済

共
済
金
等
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求
手
続
他



（カタカナで記入）

【退職脱退の場合】

退職後

が必要です。
保障（据置）開始を選択された方は、告知

（注）支部にて掛金の最終払込年月の末日を記入
　　最終払込年月日をもって解約年月日とする

生命・傷病共済の契約を継続する場合、「⑥その他」を選択してください。
ただし、下記の再就職先に採用されることが決定されている場合に限ります。
「⑥その他」を選択した場合、３～４は記入しないでください。

AL
２０
００
１

様
式
２０
４

（兼財産形成年金貯蓄者の退職等申告書）
退職組合員加入申込書　兼　脱退手続等申込書

連絡先住所

１．申込事由

必ず記入してください

２．振込先金融機関

３．退職組合員加入承認申請

４．生命・傷病共済の継続申請

事
務
局
用

様式

４０２ －１
警察職員生活協同組合理事長　殿
私は、配布されたパンフレット等に記載の重要事項（「契約概要」「注意喚起情報」）の内容を理解し、下記の共済契約の内容が

配偶者が共済契約の被共済者になる場合、及び「配偶者死亡の場合の受取人」を変更することについて配偶者の同意を得ました。
自身のニーズに合致することを確認して申し込みます。また、私は警生協が定める個人情報の取扱いに同意しました。なお、私の

支　部
コード

組合員
番　号

所　属
コード

職員
番号

組合員
氏　名
（自署）

カタカナ

漢字

生年月日

氏 名 ３
４ 平成
昭和

年 月 日

年 月 日平
成

記入日
（告知日）

住　所

〒　　　　　－

府県
都道

該当する番号に○をしてください。

退職予定年月日 年 月 日平
成

本・支店名
（漢字）

口座番号
（右詰め）

預金種目
普通

口座名義人

（漢字）
の名称
銀行等 １

２
銀　　行
信用組合

３
４ 農業協同組合
信 用 金 庫

２
１

３

本店
支店
出張所

火災・災害共済を退職後も契約更新される方は必ず加入してください。

　なお、組合の退職組合員取扱規則に定める取扱に同意し、出資金として１口１００円払込みます。
組合の定款第６条第２項に定める組合員になることを申請します。
私は、組合の退職組合員取扱規則で定める勤続年数（２５年）以上勤務し、かつ退職時に組合の共済事業を５年以上利用していますので、

氏名

　●退職後に火災共済契約の継続を希望されない方は、別途「火災・災害共済契約変更　兼　承継等申込書」で解約の手続きをしてください。
　●退職後も火災共済契約は残期間のみ継続されますが、今後火災共済に加入できませんのでご注意ください。

４　組合員及び配偶者とも残存共済掛金を納め、契約を当該共済年度末の６月３０日まで継続します。

５　配偶者は契約をしていないので組合員のみ残存共済掛金を納め、契約を当該共済年度末の６月３０日まで継続します。

６　配偶者は解約し、組合員のみ残存共済掛金を納め、契約を当該共済年度末の６月３０日まで継続します。

７　契約を継続しません。

８　本年度は契約しておりません。

残存掛金（退職月分まで） 残存掛金の算出（退職した月の翌月以降分） 残存掛金の送金払 込 済 月

（出資金・返戻金等） （警生協を脱退する方、新長期生命８０・終身生命を契約している方）

（退職組合員加入を希望される方）

傷病

生命

傷病

生命 月まで 円× 月年平成　口× か月分＝ 円

か月分＝ 円

円× 　口× か月分＝ 円

か月分＝ 円

１口×

１口×

合 計

円

送金しました。
送金します。

支部担当者確認 印

（　　　の住所を記入してください。）

組
合
員

配
偶
者

氏 名

カタカナ

漢字

漢字
氏 名

カタカナ

解　約

保障開始１

２

５．新長期生命８０保障開始・解約申請　（長期生命共済を契約している方）
申請事由（該当する番号に○をしてください。）

併せて、必要原資額に不足があった場合の不足額の一時払いの申込み、又は、超過があった場合の
超過額の返戻を申請します。

下記コース・型・入院日額により共済金の保障を受けたいので申請します。

退職年月日をもって解約をしたいので申請します。併せて、解約返戻金の返戻を申請します。

ご希望のコース・型に○をしてください。

配偶者氏名

組合員死亡
の場合の
受取人

本人・配偶者コースに変更する場合は、下記を記入してください。

受取人の指定または変更する場合は、下記を記入してください。

配偶者死亡
の場合の
受取人 漢字

氏 名

カタカナ

生年月日

入
院
日
額

本人コース

本人・配偶者コース

３　昭和

４　平成
年 月 日

Ａ型

Ｂ型

５０００ １００００７０００

５０００

５０００ ５０００ ５０００

７０００ ７０００

７０００

１００００ １００００ １００００

１００００７０００

続柄コード 続柄コード

新長期生命８０、終身生命共済
告知欄（健康状態の告知）

以下のいずれか又は両方に該当する場

をしてください。
・過去１年以内に病気で１４日以上
　継続して入院したことがあります
　か。
・過去１年以内に悪性腫瘍（がん）
　の治療のために通院又は入院した
　ことがありますか。

合は１に、該当しない場合は２に○

組合員の告知 配偶者の告知

解　約

１

２

申請事由（該当する番号に○をしてください。）

併せて、必要原資額に不足があった場合の不足額の一時払いの申込み、又は、超過があった場合の
超過額の返戻を申請します。

６．終身生命共済保障（据置）開始・解約申請 （終身生命共済を契約している方）

下記コース・型・口数により共済金の保障（据置）を受けたいので申請します。

解約したいので申請します。併せて、解約返戻金の返戻を申請します。

保障（据置）開始

１　はい、あります。

２　いいえ、ありません。

１　はい、あります。

２　いいえ、ありません。

平
成 年 月 日

終身生命共済掛金最終払込年月（末日）

契
約
口
数２型

１型 本人コース

本人・配偶者コース

ご希望のコース・型に○をしてください。

１ ３ ５

１－１ ３－３ ５－３ ５－５

氏 名

カタカナ

漢字
配偶者氏名

本人・配偶者コースに変更する場合は、下記を記入してください。
生年月日

３　昭和

４　平成
年 月 日

漢字
氏 名

カタカナ組合員死亡
の場合の
受取人

受取人の指定または変更する場合は、下記を記入してください。

配偶者死亡
の場合の
受取人 漢字

氏 名

カタカナ続柄コード 続柄コード

続柄コード
０：本人（契約者）
１：配偶者
２：子
３：養父母
４：実父母
５：孫
６：祖父母
７：兄弟・姉妹
８：その他
９：法定相続人

部　　長 担　　当

支部受付印

事務局受付印

事務局受付番号

事
務
局
審
査

ふりがな
氏　　名

住　　所

支部コード

不適格事由該当年月日

積 立 期 間 の 末 日

種 別

名 称

所 在 地

名 称

所 在 地

名 称

所 在 地

営 業 所 等
受入機関の

支 払 者
賃 金 の

勤 務 先

確認申告書の提出年月日

年金支払開始日

不適格事由の内容 退 職

職員番号 組合員番号

財産形成年金貯蓄者の退職等申告書

税務署長殿 年 月 日平成

東京都千代田区三番町６番８

警察職員生活協同組合

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

（生年月日）
昭和 年 月 日

該当することとなったので、この旨を申告します。
　退職、転任その他の理由により、租税特別措置法施行令第２条の３２第２項に規定する不適格事由に

受入機関の

受理日付印

〒

月まで

月まで

月まで

警生協 AL２０００１ 退職組合員加入申込書（様式２０４）（２P）

円×

円×

②を選択した場合は、ア～ウの該当箇所に○をつけてください。
「②退職脱退」を選択すると組合を脱退することとなり、今後火災共済に加入できません。

　ウ　勤続年数または共済事業利用年数が要件に満たないため、退職組合員に加入できません。

　ア　現在、火災共済の契約をしていません。
　イ　退職後、現在の火災共済契約が満了した後は、更新をしません。

７．財産形成年金貯蓄者の退職等申告（財形年金受給を予定されている方）

（再就職先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（該当する番号に○をしてください。）（申込事由「 ６　その他」以外の方）

電話番号 緊急連絡先

１　　　　　　　　　　２　退職脱退　　６　その他退職組合員加入
（火災・災害共済加入）

申告書の押印欄に
３枚とも押印ください。

（　　　　　） （　　　　　）

印

法人番号

法人番号

警生協ホームページ　http：／／www．keiseikyo．or．jp

※　個人番号については、税務署より提供を求められた
際に、組合員が所属する勤務先から提供を受けること
となりますので、　組合員が記載する必要はありません。

個　人　番　号　※

生命共済の共済掛金

Ｃ
Ｍ
Ｙ
Ｋ

（H２８．０６）

（再任用、非常勤職員（週２５H以上勤務等）、警察関係団体への再就職（安協、防犯協会等））

Ｋ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
印
字
あ
り

１０％
２０％

２

修 正 日 付

オペレータ

第 二 校 正

第 一 校 正

K
C
S　
３２
５８
４４
００
０５
６
　T
　②

H28.05.31

Ｋ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
印
字
あ
り

１０％
２０％

２

修 正 日 付

オペレータ

第 二 校 正

第 一 校 正

K
C
S　
３２
５８
４４
００
０５
６
　T
　②

H28.05.31

5 6

保障を開始する　⇒　１　保障開始
　　　　　　　　 コース・型・入院日額を選択

下記の方は告知が必要です
　・本人コースから本人・配偶者コースに変更する方　　
　・生命・傷病共済未契約で、新長期生命80の入院日額を増額する方
　・生命・傷病共済は契約しているが、新長期生命80の入院日額を10,000円に増額する方

本人・配偶者コースに申し込まれた方
配偶者の氏名・生年月日・配偶者死亡の場合の受取人欄を記入してください。

後日過不足額のお知らせが届きます。
不足の場合は一括してお振込みください。

2.振込先金融機関欄に記入した　
　　口座へ返金いたします。

下記の方は告知が必要です
本人コースから本人・配偶者コースに変更する方

氏名（漢字）、郵便番号、住所を記入し、押印してください。

＊既に受給されている方、財形年金請求書を提出済みの方も、
　必ず記入・押印してください。

本人・配偶者コースに申し込まれた方
配偶者の氏名・生年月日・配偶者死亡の場合の受取人欄を記入してください。

⑧⑧

⑪⑪

⑬⑬

⑭⑭

⑨⑨
⑫⑫⑩⑩

５．新長期生命80保障開始・解約申請　積立中のご契約をどうされますか

６．終身生命共済保障（据置）開始・解約申請　積立中のご契約をどうされますか

⑧

⑪

７．財産形成年金貯蓄者の退職等申告⑭

⑫
⑬

⑨

⑩

解約を希望する　⇒　２　解約

保障を開始する　⇒　１　保障開始
　　　　　　　　 コース・型・契約口数を選択

後日過不足額のお知らせが届きます。
不足の場合は一括してお振込みください。

2.振込先金融機関欄に記入した　
　　口座へ返金いたします。解約を希望する　⇒　２　解約

３３  １０  ０５

１ ０

警生 花子
ケイセイ ハナコ

警生 花子

ケイセイ ハナコ ケイセイ タロウ

警生 太郎

３３  １０  ０５

１ ０

警生 花子
ケイセイ ハナコ

警生 花子

ケイセイ ハナコ

警生 太郎
ケイセイ タロウ

警生　太郎

99

99　99　99
99　99　99

1  2  3  4  5  6  7  8 1  2  3  4  5  6  7

99　99　99
99　99　99

けいせい　たろう

30   2   10

32    8　　1
 １０２-８６０７　東京都千代田区三番町６－８０

警
生

記入要領記入要領退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書（A3判右ページ）の記入例退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書（A3判右ページ）の記入例
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と
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7 8

加入者

本店

営業部

次ページ以降も押印ください。
朱肉印にて鮮明に押印ください。

朱肉印にて鮮明に押印ください。

10％
20%
30％

修正日付 第二校正第一校正オペレータ
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Ｋ
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り
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00  00  00

3 0  0 3  3 13 2  0 8  0 19 9

5 0

2 0

0 5

1 2 3 4 5 6 7 8

1 0 2 8 6 0 7

1 2 3 4 5 6 7

99 12345678

03  1234  5678

¥ 7 0 0 0 0 0 0

警生 太郎
ケイセイ タロウ

東京都千代田区三番町６－８０

03 　  1234    5678東京　　千代田区三番町６－８０

警 生 　 太 郎

ケ イ セ イ 　 タ ロ ウ

東 京

5/1 より
千代田区三番町 1-2

トウキョウ

トウキョウト　チヨダク　サンバンチョウ

三 番 町

サンバンチョウ

警 

生

警生協年金「ゆとり」退職時手続申込書の記入例警生協年金「ゆとり」退職時手続申込書の記入例

＊ご契約のある方は必ず提出してください。
訂正箇所には訂正印が必要です。　～　　に注意して、赤字の箇所を記入してください。

　退職時一時払掛金の払込みを希望された方は、この振込依頼書を使用してお振り込みください。
　  1　申込書に記入した払込金額を記入し、支部へ提出せず各自で保管してください。
　  2　退職手当を受け取られたあと、金融機関へ持参してお振り込みください。
　  3　振込後の振込依頼書は領収書の代わりとして保管してください。

退職時一時払掛金の振込依頼書

　年金を受給するためには、下の表に示した額を目安に退職時の一時払掛金で積増しされることをお勧めし
ます。現在の積立額については、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者にお尋ねください。

●　年金の種類別、年金月額1万円を受給するための必要原資額等
　 　 ※　年金月額 10 万円を受給するためには、この表の数値を 10 倍してください。

1

1

1

4

3

4

3

2

4

振込みをする日を
記入してください。

左ページの手続申
込書から内容を転
記してください。

金額欄はA+Bの
合算額を記入して
ください。

年金額の目安

2

10 年 確 定 年 金
15 年 確 定 年 金
20 年 確 定 年 金

必要原資額（A）
1,140,330円

1,659,530円

2,147,450円

2,461,640円

2,784,500円

1,200,000円　

1,800,000円

2,400,000円

1,800,000円（15年支払保証額）

1,800,000円（15年支払保証額）

年金受取額（B）

終 身 年 金
（15年保証期間付き）

男性
女性

B/A
1.05倍

1.08倍

1.11倍

年 金 の 種 類

1　上記表の額は、予定利率１.２５％で計算したものです。予定利率の変更に連動してこの額が変わる場合があります。
2　年金支払開始後に配当金が生じた場合は、配当金は年金額の増額（増加年金）に充てられます。

申込書を記
入した日を
記入してく
ださい。

本人名義の
口座を記入
してくださ
い。

５枚つづりに
なっています。
５枚とも押印
してください。

４月以降転居
予定で転居
日・転居先が
決まっている
場合は記入し
てください。

キカイ処理を行いますので何も記入しないでください。

※　年金は一時金として受け取るか、年金として受け取るかの選択ができます。ただし、Ｂコースの年金は、年
金原資（退職時の一時払を含めた積立金）を基に計算した年金月額が１万円未満の場合には、年金として受
け取ることができず、一時金として受け取ることになります。
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平成30年7月より、新火災共済がスタートします。
平成29年度に火災・災害共済契約がある方全員に対して、平成29年12月から平成30年1月末までの間に「移行確

認書」のご提出をお願いしております。
ここでは、「移行確認書」をご提出いただいた後の手続についてご案内いたします。

＊１　新火災共済掛金口座振替事前通知書

＊2　新火災共済引受通知書

退職組合員制度
退職組合員制度は、平成18年7月1日に厚生労働大臣の許可を得て創設されました。これにより、警察職域

を退職後も、次の条件の下に警生協の退職組合員となり、引き続き新火災共済をご利用いただけます。

退職組合員になるには、下記①～③の全ての条件を満たしていることが必要です。

①　警察職域に２５年以上の期間勤務していたこと。　
②　退職時において、警生協のいずれかの共済事業を継続して5年以上利用していること。

（警生協年金「ゆとり」は共済事業に含まれません。）
③　退職時に、退職組合員の加入申請を行うこと。（退職後の加入申請はできません。）

退職組合員　新火災共済　平成30年7月1日よりスタート退職組合員　新火災共済　平成30年7月1日よりスタート

今後のスケジュール

退職時の手続等
移行確認書はどちらを選択しましたか？

「移行する」（契約する）
4月中旬に預金口座振替依頼書が届きます。同封の返信用封筒でご提出ください。
新火災共済の申込手続の必要はありません。
契約内容に変更したい箇所がある場合は、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者へご連絡くだ

さい。

「移行しない」（契約しない） 新火災共済の手続はありません。 今後、新火災共済の
契約はできません。

平成30年4月中旬

平成30年5月21日（月）

平成30年7月中旬

平成30年7月23日（月）

平成30年8月中旬

ご自宅へ預金口座振替依頼書が届きます。新火災共済の掛金の振替口座
を記入し同封の返信用封筒でご提出ください。

預金口座振替依頼書の警生協（私書箱）への必着日です。

「新火災共済掛金  口座振替事前通知書」＊1を送付します。

口座振替日
銀行の届出印鑑相違等不備があると、再度預金口座振替依頼書の提出が
必要となります。その場合、口座振替が8月以降となります。

「新火災共済引受通知書」＊2を送付します。

退職組合員の脱退
退職組合員となられた後に現行の火災・災害共済契約を全て解約すると、組合を脱退することになります。7月1日

からスタートする新火災共済契約を含めて再度契約することはできません。
なお、退職組合員を脱退するときには、出資金の100円と「退職組合員預り金」をお返しします。

退職組合員になられた場合
１　出資金（１００円）をお預かりします。

退職組合員になるための出資金（100円）は、退職により現職組合員を脱退する時にお返しする出資金の中から
お預かりしますので、改めてお支払いただく必要はありません。
　

２　利用分量割戻金をお支払します。
　毎年度の決算で、剰余金が生じた場合は、利用分量割戻金（配当金）をお支払します。

　
3　退職組合員預り金

出資金の残額、脱退者給付金及び利用分量割戻金については、「退職組合員預り金」として警生協でお預かりし、
次回以降の新火災共済契約時の掛金の一部に充当します。

この扱いによって、更新時の掛金負担が少なくなります。
なお、退職組合員預り金の中途引出しはできません。

現在火災・災害共済に未契約で新火災共済へ新規申込みを希望する方や、新火災共済の借家人賠償責任
特約の申込みを希望する方は、P3の記入例　1.申込事由の1か6を選択し、都道府県警察等（厚生担当課）
の警生協支部担当者へご連絡ください。申込書を送付いたします。
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火災・災害共済　平成30年6月30日まで火災・災害共済　平成30年6月30日まで

補償の範囲 契約期間と掛金
１　契約期間は1年間（7月1日から翌年6月30日）です。
2　平成30年7月1日より運用開始となる新火災共済の共済掛金については、別途ご案内します。退職後の共済掛金

は、すべて口座振替による年一括払です。

契約の承継
共済契約者が死亡された場合で、その共済契約者の配偶者又は共済契約者と同一生計の2親等以内の親族が建

物や動産を相続し、そのまま契約物件に居住する場合には、所定の手続をとることでその契約の残りの期間に限り契
約を引き継ぐことができます。ただし、翌年度の契約更新はできません。

なお、平成30年7月1日以降に共済契約者が死亡された場合は、新火災共済の契約を翌年度も継続できる場合が
あります。詳しくは新火災共済のパンフレットをご覧ください。

【配偶者が退職組合員の加入資格を有する場合の取扱い】　
　 契約を承継した配偶者が元警察職員で、職域の退職時に退職組合員の資格を有していた場合（P10退職組合員制
度①②を参照）は、新たに退職組合員となり、火災・災害共済の契約者となることができます。新火災共済においても
同様です。
　詳しくは、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者にお問い合わせください。

30日以上継続して空家又は無人にする場合の取扱い
共済契約者は、下表の「組合の定めるやむを得ない事由」のいずれかに該当し、居住できなくなった建物及び当該

建物に収容されている動産を、引き続き共済の目的物として共済契約の継続を申請する際には、被共済者又はその
親族等が当該建物の維持管理を行う旨を約した申立書を組合に提出する必要があります。なお、空家の期間が1年
を超えた場合は解約となります。

平成30年7月より、新火災共済の運用がスタートします。
新しい火災共済は、地震補償を共済化し、災害の補償を現行より3.5倍アップしたほか、盗難や物置・車庫等の

補償を自動付帯するなど、補償を充実しました。
また、建物の構造別掛金の導入や再取得価額（建物・動産）の上限引上げと選択幅の拡大、借家人賠償責任特

約の新設等様々なニーズに対応できるよう改正しました。
現在、火災・災害共済契約のある方には12月から移行手続をお願いしており、平成30年7月より新しい契約

へ移行していただきます。
新たに建物を取得される方や他の火災保険（共済）に契約中でローンの完済に合わせて見直しを検討中の方

は、是非新火災共済のご利用をお願いいたします。　

注1　上層階に居住する者から損害賠償がなされた場合は、損害額から賠償額を差し引いた金額が支払の上限となります。なお、
マンション上層階からの水漏れで部屋や家財が水浸しになる等の被害を受けたときは補償されますが、自身の水漏れにより階
下へ被害を及ぼしたときは、補償しません。

注2　損害額とは、修復又は修繕が可能なときには、その修復又は修繕に必要な金額をいい、修復又は修繕が不可能なときには、
再取得価額をいいます。

注3　建物外部に損傷がない「雨漏り損害」や、開けっ放しの窓や戸からの雨風の「吹き込み」損害は補償しません。
注4　床下浸水により損害を被った場合は、「1口当たり6,000円×契約口数」又は損害額のいずれか少ない額をお支払します。

ただし、床下浸水により建物内に流入した泥の撤去、清掃、消毒等の費用は、建物（本体）に損傷がない場合は補償しません。
注5　地震等を原因とする火災（類焼を含みます。）は、火災共済金の対象ではなく、地震等の災害として、地震等災害見舞金をお

支払します。
注6　地震等を原因とする急激かつ突発的な地盤沈下による建物（基礎を含む）被害は対象となります。地盤改良工事による損害

などは支払対象外です。

共済事故 共済金等の額 共済金等の支払限度額共済金
名等

火
災
共
済
金

災
害
共
済
金

臨
時
費
用

　共済金（又は地震等災害見舞金）が100万円を超える場合は、共済金（又は地震
等災害見舞金）のほかに、移転費用、仮住まいの家賃、近隣者への謝礼その他当
座の生活費として、支払共済金の10％の額をお支払します。

○建物や動産（家財）の80％以上の損害のとき
　支払額 ＝ １口当たり10万円
○建物や動産（家財）の1/2以上の損害のとき
　（床上120cm以上の浸水を含みます）
　支払額 ＝ １口当たり3万円
○建物や動産（家財）の１/3以上の損害のとき
　（床上30cm以上の浸水を含みます）
　支払額 ＝ １口当たり18,000円
○建物や動産（家財）の1/3未満の損害のとき
　（床上30cm未満の浸水を含みます（注4））
　支払額 ＝ １口当たり6,000円

支払額 ＝ 損害額（注2）
　　　　 　（契約金額が限度）

上記の災害共済金の額と同じ 　上記の災害共済金
の額と同じ

◯建物
　契約口数 × 10万円
　（最高80口 800万円）

◯動産
　契約口数 × 10万円
　（最高40口 400万円）

1回の事故につき上限
火災共済　200万円
災害共済、地震等災害
見舞金　　120万円

 共済期間中に
・火災、落雷、破裂、爆発
・航空機からの物体の落下
・車両の衝突による損害（当て逃げ）
・上層階に居住する他人の住宅
　からの水漏れ（注1）
 等により生じた損害を、契約金
 額を上限に右欄の共済金をお支
 払します。

 共済期間中に
・台風、暴風雨、旋風、突風
・豪雨、洪水、長雨
・降雪、降ひょう
・土砂崩れ、地滑り、地割れ、
　断層
・凍結による給水設備の破裂
・高潮、高波
 等の風水害等により生じた損害
 を、損害額を限度に右欄の共済
 金をお支払します。（注３）

◯建物
　契約口数 × 50万円

（最高80口 4,000万円）

◯動産
　契約口数 × 50万円

（最高40口 2,000万円）

地
震
等
災
害

見
舞
金

　地震（津波も含みます。）、
噴火による損害を、損害額を限度に
右欄の金額をお支払します。

（注5・6）

地震等災害見舞金で給付できる支払総額等
　地震等災害見舞金は、警生協の地震等災害見舞金給付規則上、大震災等により見舞金の給付総額が100億円を
超える場合には、見舞金を削減させていただく場合があります。

　【主な支払実績：阪神・淡路大震災約17億円、東日本大震災約37億円、熊本地震約14億円】

組合の定めるやむを得ない事由 組合が別に定める期間

長期にわたる旅行・ロングステイ、入院、介護施設等への入所等

建物を新築（購入）又は増改築し、共済契約を新たに申込む予
定であった場合の長期にわたる旅行・ロングステイ、入院、介
護施設等への入所等

空家となる日から1年間

共済契約を締結した日から1年間

新火災共済について

詳しくは新火災共済
新制度のご案内

（平成29年10月配布のパンフレット）
もしくは、ホームページを

ご覧ください
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共済金等名 支払事由等 共済金等の額

注1　契約応当日とは、保障を開始した日（退職した月の翌月１日）に対応する月日です。　　　
例　平成30年３月末に60歳で定年退職した方は、平成30年４月１日が保障開始日となり、70歳契約応当日は平成40年４月

１日、80歳契約応当日は平成50年４月１日となります。
注2　最初の入院は「支払事由等」欄に記載の入院日数が必要となりますが、最初の入院の退院日の翌日から180日以内の再入

院は、病気の種類に関係なく１回の入院とみなし、１日以上の入院でも初回入院日数と合わせて120日を限度に入院共済金を
お支払します。なお、再入院の日数の計算は、病気とケガを合わせて計算するのではなく、それぞれで行います。

また、保障期間中に入院し、保障期間満了後も継続して入院している場合には、満了後の退院日までの入院日数分を保障期
間中の入院日数と通算して120日分を限度にお支払します。

注3　死亡共済金（重度障害共済金を含みます。）・生存共済金は、お一人につきいずれか一方のみを１回限りお支払します。
注4　共済金を受け取ることができる年齢と保障期間の基準となる年齢は、配偶者についても、共済契約者本人の年齢が基準と

なります。本人・配偶者コースの本人が死亡して配偶者が契約を継続された場合も、契約者が生存しているものと仮定した年
齢が基準となります。

退職時の手続等
１　退職時に、「退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書」の「5.新長期生命80保障開始・解約申請」欄に必要事

項をご記入の上、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者に提出してください。　　
保障開始を申し込まれた方には、「保障必要原資過不足額のお知らせ」＊１を送付しますので、退職時に不足額を

払い込んでください。不足額が払い込まれましたら、「新長期生命80共済証書」＊２と「保障者のしおり」＊３を送付し
ます。超過額がある場合は、お返しします。

なお、不足額の払込み前に共済金の請求があった場合は、警生協事務局にて払込みの確認ができ次第お支払し
ます。

２　６０歳到達以後の最初の３月末日に退職することなく、引き続き職域に勤務する場合でも、定年退職の場合と同
様に上記１の手続が必要となります。

３　５０歳未満で退職される方又は保障を希望されない方は、解約の手続をしてください。積立金残高をお返しします。

保障開始に必要な原資（掛金）額

解約

新長期生命80新長期生命80

＊１　保障必要原資過不足額のお知らせ

保障内容

80
歳
ま
で

Ａ
型・Ｂ
型
共
通
の
保
障
内
容

保
障
期
間（
退
職
後
）

70
歳
ま
で
70
歳
の
と
き

Ｂ
型
の
み
の
保
障
内
容

入院共済金

死亡給付金

死亡共済金
・

重度障害共済金
（注3）

共済契約者が80歳になった日の直後の契
約応当日（注1）の前日までに被共済者が

病気で５日以上又は
ケガで１日以上（注2）

継続して入院したとき。

共済契約者が80歳契約満了以前に
死亡したとき。

入院初日から１日につき、
ご契約の入院共済金日額
5,000円、7,000円又は

10,000円をお支払します。
入院共済金は、病気又はケガそれぞれ

１回の入院では120日分まで、
通算では1,095日分までを限度とします。

被共済者の死亡時点における
入院保障部分の積立金残高を返金します。

100万円をお支払します。
重度障害共済金が支払われた場合は、

Ｂ型からＡ型に変更して契約を
継続することができます。

100万円をお支払します。
本人・配偶者コースをご契約の場合は、
配偶者分として同額をお支払します。

共済契約者が70歳になった日の直後の
契約応当日の前日までに、被共済者が死亡

又は重度障害の状態になったとき。

共済契約者が70歳になった日の直後の
契約応当日に被共済者が生存しているとき。

A型　80歳までの入院保障に必要な原資（掛金）額
～60歳の退職後から80歳までの入院保障の掛金は月額換算で約2,300円！！
　（本人コース入院日額5,000円の場合）～ （単位：円）

A型　保障必要原資額（保障開始時の年齢）
本人

入院共済金日額
配偶者

5,000円

7,000円

10,000円

5,000円

7,000円

7,000円

10,000円

10,000円

10,000円

5,000円

5,000円

7,000円

5,000円

7,000円

10,000円

本
人

本
人・配
偶
者

547,700

766,700

1,095,300

1,012,900

1,231,900

1,417,900

1,560,500

1,746,500

2,025,600

60歳

555,200

777,300

1,110,400

1,028,900

1,251,000

1,440,500

1,584,100

1,773,600

2,057,800

59歳

562,700

787,800

1,125,400

1,044,800

1,269,900

1,462,800

1,607,500

1,800,400

2,089,700

58歳

570,100

798,100

1,140,200

1,058,100

1,286,100

1,481,200

1,628,200

1,823,300

2,116,100

57歳

577,400

808,300

1,154,800

1,071,100

1,302,000

1,499,500

1,648,500

1,846,000

2,142,200

56歳

584,600

818,400

1,169,200

1,084,000

1,317,800

1,517,500

1,668,600

1,868,300

2,168,000

55歳

589,200

824,900

1,178,400

1,094,200

1,329,900

1,531,900

1,683,400

1,885,400

2,188,400

54歳

593,800

831,300

1,187,500

1,104,300

1,341,800

1,546,100

1,698,000

1,902,300

2,208,600

53歳

598,300

837,600

1,196,500

1,112,500

1,351,800

1,557,500

1,710,700

1,916,400

2,225,000

52歳

602,700

843,800

1,205,400

1,120,600

1,361,700

1,568,800

1,723,300

1,930,400

2,241,100

51歳

607,100

849,900

1,214,200

1,128,600

1,371,400

1,579,900

1,735,700

1,944,200

2,257,100

50歳

B型　A型の保障に加え、70歳までの死亡保障・生存保障に必要な原資（掛金）額
～100万円は必ず戻ってくる！ 本人・配偶者コースは200万円～

コース

（単位：円）
B型　保障必要原資額（保障開始時の年齢）

本人
入院共済金日額

配偶者
5,000円

7,000円

10,000円

5,000円

7,000円

7,000円

10,000円

10,000円

10,000円

5,000円

5,000円

7,000円

5,000円

7,000円

10,000円

本
人

本
人・配
偶
者

1,457,600

1,676,600

2,005,200

2,827,700

3,046,700

3,232,700

3,375,300

3,561,300

3,840,400

60歳

1,457,200

1,679,300

2,012,400

2,827,200

3,049,300

3,238,800

3,382,400

3,571,900

3,856,100

59歳

1,456,900

1,681,900

2,019,600

2,826,800

3,051,800

3,244,700

3,389,500

3,582,400

3,871,700

58歳

1,456,500

1,684,600

2,026,600

2,823,900

3,052,000

3,247,200

3,394,000

3,589,200

3,881,900

57歳

1,456,200

1,687,200

2,033,600

2,821,000

3,052,000

3,249,500

3,398,400

3,595,900

3,892,200

56歳

1,455,900

1,689,800

2,040,500

2,818,200

3,052,100

3,251,900

3,402,800

3,602,600

3,902,200

55歳

1,453,000

1,688,700

2,042,300

2,812,900

3,048,600

3,250,600

3,402,200

3,604,200

3,907,200

54歳

1,450,200

1,687,700

2,043,900

2,807,600

3,045,100

3,249,400

3,401,300

3,605,600

3,911,900

53歳

1,447,300

1,686,600

2,045,600

2,800,500

3,039,800

3,245,500

3,398,800

3,604,500

3,913,100

52歳

1,444,500

1,685,500

2,047,200

2,793,600

3,034,600

3,241,700

3,396,300

3,603,400

3,914,100

51歳

1,441,600

1,684,400

2,048,700

2,786,500

3,029,300

3,237,900

3,393,600

3,602,200

3,915,100

50歳
コース

※　保障必要原資額は予定利率1.2％で計算したもので、今後の金利情勢により将来変更することがあります。

保障期間中は、お申出によりいつでも解約することができます。その場合、「解約時までの保障に要した共済経費を
差し引いた残額（保障原資残高）に、それまでに積み立てた積立割戻金を加えた額」をお支払します。なお、解約後は、
再度契約することはできません。本人・配偶者コースを選択されている方が、保障期間中に配偶者分のみの契約を解
約することは、離婚の場合以外できません。

契約者死亡の場合の配偶者継続
本人・配偶者コースの契約者本人が死亡された場合、配偶者に係る分の契約は継続されますが、その場合でも配

偶者の保障期間は、契約者本人の年齢が基準になります。なお、解約を希望する場合は、都道府県警察等（厚生担当
課）の警生協支部担当者へお申出ください。

夫婦共に組合員の方が退職する場合や50歳以上で退職した元組合員を配偶者とする場合、本人・
配偶者コースへの変更はできません。 ただし、平成22年3月30日までに退職された元組合員を配偶者
とする場合は契約できます。

（注4）

（注4）

（注4）

生存共済金
（注3）

63

３～４月頃送付

65

5～6月頃送付

＊２　新長期生命80共済証書 ＊３　保障者のしおり
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共済金等名 支払事由等 共済金等の額

終身生命共済終身生命共済
退職時の手続等

１　退職時に、「退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書」の「6.終身生命共済保障（据置）開始・解約申請」欄
　に必要事項をご記入の上、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者に提出してください。
　　保障開始を申し込まれた方には、「保障必要原資過不足額のお知らせ」＊１を送付しますので、退職時に不足額を

払い込んでください。不足額が払い込まれましたら「終身生命共済証書」＊2及び「保障者のしおり」＊３を送付します。
超過額がある場合はお返しします。

　　なお、不足額の払込み前に共済金の請求があった場合は、警生協事務局にて払込みの確認ができ次第お支払し
ます。

２　60歳到達以後の最初の３月末日に退職することなく、引き続き職域に勤務する場合でも、定年退職の場合と同様
に上記１の手続が必要となります。

３　50歳以上55歳未満で退職される方は、保障の据置きとなりますので「据置開始のお知らせ」を送付し、55歳にな
られたときに改めて「終身生命共済証書」を送付します。

４　50歳未満で退職される方又は保障を希望されない方は、解約の手続をしてください。

１　55歳以上で退職される方は、退職した月（60歳到達以後の最初の３月末日に退職することなく、引き続き職域
に勤務する場合は当該３月末日）の翌月１日から終身保障します。

２　50歳以上55歳未満で退職される方は、55歳になった月の翌月1日から終身保障します。

＊２　終身生命共済証書

＊1　保障必要原資過不足額のお知らせ

＊３　保障者のしおり

保障内容

89

90

5～6月頃送付

保障期間

保障開始に必要な原資（掛金）額
　保障必要原資額とは、保障開始に必要な掛金額のことです。保障開始日における年齢・型・コース別の保障
必要原資額は、下表のとおりです。　
　在職中に積み立てた共済掛金積立金と積立割戻金の合計額がこの表の金額に満たない場合には、その不足額
を一括で払い込んでください。

解約
据置期間中又は保障期間中は、お申出によりいつでも解約することができます。その場合、据置期間中の方には、

「据置中の共済掛金積立金に積立割戻金を加えた額」を、保障期間中の方には、「解約時までの保障に要した共済経
費を差し引いた残額（保障原資残高）に、それまでに積み立てた積立割戻金を加えた額」をそれぞれお支払します。

なお、解約後は、再度契約することはできません。本人・配偶者コースを選択されている方が、据置期間中及び保障
期間中に配偶者分のみの契約を解約することは、離婚の場合以外できません。

契約者死亡の場合の配偶者継続
本人・配偶者コースの契約者本人が死亡された場合、配偶者に係る分の契約は継続されますが、その場合でも配

偶者の保障期間は、契約者本人の年齢が基準になります。なお、解約を希望する場合は、都道府県警察等（厚生担当
課）の警生協支部担当者へお申出ください。

夫婦共に組合員の方が退職する場合や50歳以上で退職した元組合員を配偶者とする場合、本人・
配偶者コースへの変更はできません。 ただし、平成22年3月30日までに退職された元組合員を配偶
者とする場合は契約できます。

※　重度障害共済金をお支払した場合は、共済契約は消滅します。
※　本人・配偶者コースの配偶者の長寿祝金共済金は、配偶者の年齢に関係なく、契約者がそれぞれの支払事由となる年齢に達

したときに本人分と同額をお支払します。

１
型・２
型
共
通

死亡共済金
・

重度障害
共済金

被共済者が死亡又は重度障害の状態に
なったとき。

１口につき100万円（最高５口500万円）
をお支払します。

２
型
の
み

長寿祝金
共済金

●共済契約者に係る長寿祝金共済金
　共済契約者の年齢が70歳、75歳、80歳、
　85歳又は90歳に達した都度

●配偶者に係る長寿祝金共済金
　共済契約者の年齢が70歳、75歳、80歳、
　85歳又は90歳に達した都度に配偶者が
　生存している場合

※本人・配偶者コースの本人が死亡して配
偶者が契約を継続された場合も、本人が
生存しているものと仮定した年齢が基準
となります。

口数に関係なく、それぞれの生存時に
70歳 20万円
75歳 20万円
80歳 30万円
85歳 30万円
90歳 50万円

  をお支払します。

　本人・配偶者コースをご契約の場合は
配偶者分として同額をお支払します。

保
障
期
間（
退
職
後
）

保
障
内
容

コース
口数 保障必要原資額（保障開始時の年齢）

本人 配偶者 60歳 59歳 58歳 57歳 56歳 55歳

本
人

１
型

２
型

１口
３口
５口
１口
３口
５口

880,800

2,642,400

4,404,000

1,526,700

3,288,300

5,049,900

876,600

2,629,800

4,383,000

1,513,100

3,266,300

5,019,500

872,400

2,617,200

4,362,000

1,499,900

3,244,700

4,989,500

859,800

2,579,400

4,299,000

1,463,000

3,182,600

4,902,200

864,000

2,592,000

4,320,000

1,474,900

3,202,900

4,930,900

868,200

2,604,600

4,341,000

1,487,200

3,223,600

4,960,000

本
人・配
偶
者

１
型

２
型

１口
３口
５口
５口
１口
３口
５口
５口

A
B
C
D
E
F

G
H
I
J
K
L
M
N

１口
３口
３口
５口
１口
３口
３口
５口

1,720,800

5,162,400

6,924,000

8,604,000

3,353,400

6,795,000

8,556,600

10,236,600

1,712,300

5,136,900

6,890,100

8,561,500

3,325,600

6,750,200

8,503,400

10,174,800

1,703,800

5,111,400

6,856,200

8,519,000

3,298,400

6,706,000

8,450,800

10,113,600

1,678,400

5,035,200

6,754,800

8,392,000

3,221,100

6,577,900

8,297,500

9,934,700

1,686,800

5,060,400

6,788,400

8,434,000

3,246,200

6,619,800

8,347,800

9,993,400

1,695,300

5,085,900

6,822,300

8,476,500

3,272,000

6,662,600

8,399,000

10,053,200

※　予定利率0.7％で計算したもので、今後の金利情勢によっては、保障必要原資額が引き上げられる場合があります。

（単位：円）

３～４月頃送付
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財形年金共済財形年金共済
退職時の手続等

年金の種類

年金の支払

１　退職時に「退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書（兼財産形成年金貯蓄者の退職等申告書）」を、都道府
県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者に提出してください。

２　年金支払開始日の５か月前に「財形年金支払開始通知書」と「財形年金請求書」を警生協から送付いたしますので、
「財形年金請求書」に必要事項を記載の上、年金支払開始日の３か月前までに都道府県警察等（厚生担当課）の警生
協支部担当者に提出してください。ご利用に支障がなければ受取口座を「ゆうちょ銀行」にご指定ください。

３　「財形年金証書」＊１及び「年金受給者のしおり」＊２は、第１回年金の支払と同時期に送付します。ただし、第１回年
金の支払日が４～６月の方は７月下旬に送付します。

４　「財形年金送金通知書」＊３は、年金支払の都度送付します。

　「財形年金支払開始通知書」で最終的に年金の種類を確認してください。
　「財形年金支払開始通知書」に記載されている年金の種類とお手元にある「共済契約引受通知書兼更新通知書兼
現状通知書」の年金の種類とを照合確認してください。
　万一相違する場合は、速やかに、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者にお申出ください。

１　年金は、年金支払開始日以降６か月ごとにお支払します。終身年金は、生存している間、年金をお支払します。
２　年金は、満60歳に達した直後の契約応当日（年金受給開始日）から、年２回お支払します。４月30日が、契約応当

日の場合の支払日は、４月30日と10月31日になります。
３　年金受給中に死亡されたときは、確定年金については残った支払回数分、終身年金については10年保証期間内

に限り、その残った支払回数分のそれぞれ未払年金の現価（残った支払期間分から予定利率により算出した利息を
割り引いた年金の原資のことです。）をお支払しますので、速やかに、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担
当者へご連絡ください。

４　10年保証終身年金を選択された方が10年保証期間経過後に死亡され、その連絡が遅れた場合は、死亡後も年
金が支払われてしまい、後日死亡後の年金額を返還していただくこととなりますので、10年保証終身年金を選択
された方はご注意ください。

　　年金支払開始後に契約者割戻金（予定利率を超えて運用された場合にその超えた運用益を年金者に割り戻す、い
わば配当金のことです。）があった場合は、年金額に上乗せしてお支払します。

積増年金（年金額の上乗せ）

　年金支払開始後の解約はできません。

解約

＊１　財形年金証書
＊２　年金受給者のしおり

＊３　財形年金送金通知書

114

116

確 定 年 金

 6年

10年

15年

10年保証期間付

12回支払

20回支払

30回支払

20回支払保証付終 身 年 金

　　年金の支払開始後に、契約者又は配偶者が重度障害になり、多額の費用を相当期間必要とするようになった場合
は、契約者の申出により、残りの年金支払期間を短縮し、短縮期間の年金原資を上乗せして１回当たりの年金支払額
を増額することができます。

この申出は、１回に限られ、かつ、次の要件を全て満たしている場合に行うことができます。
１　確定年金10年若しくは15年の期間内の契約者又は終身年金で10年間の支払保証期間内の契約者であること。
２　上乗せ年金の支払回数は、2回以上で、上乗せ年金の支払期間は、上乗せ年金の支払前の年金支払期間と合わ

せて５年以上となること。

上乗せ年金支払制度

　　財形年金には税金がかかりませんので、公的年金や他の私的年金のような確定申告をする必要はありません。

非課税

注意事項
１　在職中に60歳になられた方は、原則として既に年金受給者になっています。
　　「財産形成年金貯蓄者の退職等申告書」以外の必要手続きは済んでいるはずですが、あなたの誕

生日や契約応当日によっては、手続きが進行中の場合もありますので、念のため確認してください。
２　59歳以下で退職される方も前記「退職時の手続等」に従って手続をしてください。
３　「財形年金支払開始通知書」は、退職時に都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者を

経由して通知しますが、以後は警生協事務局から直接、登録住所に通知します。
４　住所変更をした場合は、変更の都度、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者へ速や

かに、お知らせください。
　　住所変更届その他の用紙は、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者へ請求してくだ

さい。
５　「財形年金証書」及び「年金受給者のしおり」をお渡しします。留意事項を記載してありますので、

お支払が終了するまで大切に保管してください。
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退職時の手続等
１　警生協年金「ゆとり」に加入されている方は、退職時に「警生協年金「ゆとり」退職時手続申込書」を都道府県警察

等（厚生担当課）の警生協支部担当者に提出してください。
　　

（1）　年金の種類と据置期間を選択してください。
Aコースにご加入で、掛金払込期間が10年以上ある場合、年金を選んでいただけます。早期退職等で、払込期

間が10年未満の場合は、一時金での給付となります。A・B両コースにご加入の場合の据置期間は両コース同一
です。

（2）　退職時の一時払掛金の払込みを希望される方は、一時払掛金の額及び所要事項を記入してください。
一時払掛金の額は、各コースごとに５０万円から１,０００万円まで１０万円単位で申し込むことができます。　
一時払掛金は、退職手当が支給された後、警生協事務局の「ゆとり」専用口座にお振込みください。

（3）　受取口座は、必ず本人名義の銀行等の口座を記入してください。

２　退職時一時払掛金を払い込まれた方には、「ゆとり退職時一時払掛金受領書」を警生協から送付しますので、そ
の内容をご確認ください。不明な点がある場合は、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者にご連絡く
ださい。

３　据置後に年金の受取をすることを選択した方には、日本生命保険相互会社から「年金受給待期者証」と「年金受
給待期者のしおり」が届出の住所宛てに届きます。このしおりには、「拠出型企業年金保険年金受給待期者 氏名・住
所・繰延期間変更届」等が同封され、各種の手続方法が記載されていますので、内容などを確認の上、大切に保管
しておいてください。

ゆとり退職時一時払掛金受領書

据置する場合 据置せずに受給する場合

警生協年金「ゆとり」の内容

年金支給開始時期

据
置
期
間
中
　
　

受
取
期
間
中

税
金

据置期間

死亡時
の保障

解約及び解約手数料

据置期間、年金種類の変更

年金種類

受取額

受取回数、時期

死亡時
の保障

解約及び解約手数料

一時金支払の場合

年金の場合

　1年から10年までを1年単位で選択

　一時金として積立金合計額

　希望すれば引継可能

　全部解約のみ可能（解約手数料は、不要です。）

　据置期間内のみ可能

　10年、15年、20年確定年金

　終身年金（15年保証期間付き）

　据置満了時の積立金を年金で保証期間完了まで受取

　年金支払開始後に生じた配当金を年金として上乗せ

　年2回（1月・7月）

　一時金（未払年金の原資）

　希望すれば引継可能

　各コースとも全部解約のみ可能（解約手数料は、不要です。）

　一時所得（確定申告が必要です。）。ただし、終身年金
の一時金は雑所得、死亡時の一時金は相続税の対象
となります。

　雑所得（確定申告が必要です。）

一時金支払

遺 族 引 継

一時金支払

遺 族 引 継

基本年金

増加年金

※　据置きせずに受け取ることもできます。

※　確定年金は残りの期間中の年金が受け取
　れます。
※　終身年金は、保証期間の残りの期間分の
　年金が受け取れます。
※　遺族の方も確定年金として受け取れます。

※　税の対象となる額は、年金額のうちの利
息相当部分のみです。その額は、毎年、日
本生命から年金支払時に送付する「企業
年金保険お支払通知書」でお知らせしま
す。

※　遺族の方も確定年金として受け取れます。

45歳以上で退職し、据置期間を置かない方は退職日直後の、据置期間を置いた方は据置期間が終了した日の直後
の１月４日又は７月１日（その日が日本生命保険相互会社の営業日でない場合は、直後の営業日）から支給されます。

AコースとBコースの両コースに加入している方の据置期間は、両コースとも同じでなければなりません。したがっ
て、両コースの年金受給開始時期も同じになります。

据置期間中は、『年金受給待期中』となり、年金原資に利息が付きます。据置期間は長ければ長いほど年金額は多
くなりますので、ご自分の“暮し”の計画に合わせて選択されることをお勧めします。

年金の支払
据置期間が満了する日の２か月前までに、日本生命保険相互会社から「拠出型企業年金保険繰越・据置満了のご案

内」が送付されます。それには、年金の種類、据置期間、年金の振込口座等の変更について記載されており、据置期間
満了後は、年金の種類等を変更することはできませんので、記載内容をよくご確認ください。

また、年金の種類等の変更を希望される場合は、速やかに、日本生命保険相互会社にご連絡ください。

警生協年金「ゆとり」についてのお問合せ先
日本生命保険相互会社　企業保険サービス課

0120-383-616

警生協年金「ゆとり」警生協年金「ゆとり」
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生命・傷病共済生命・傷病共済
退職時の手続等

保障内容

１　退職直後の６月30日まで保障を継続したい方は、残存掛金（退職月の翌月から最初の6月までの掛金）を払い込
めば、保障を継続することができます。

その場合は、「退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書」の「４．生命・傷病共済の継続申請」欄の④⑤⑥のい
ずれかに○をしてください。

２　退職後、警察庁（附属機関及び地方機関を含む）又は都道府県警察に勤務される方で、４月１日に66歳未満の次の
職員は、現職組合員として７月１日から生命・傷病共済を契約できます。

ただし、平成30年4月1日現在で60歳以上の方は、2口（1,000万円）までの契約となります。
（１）　再任用職員
（２）　以下の要件をいずれも満たす非常勤職員

・継続して１年以上勤務することが見込まれること
・勤務時間が１週間につきおおむね25時間以上であること

※　警生協が指定する警察関係団体等の常勤の職員等となられる方も現職組合員として生命・傷病共済を契約で
きる場合がありますので、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者にお尋ねください。

退職後、現職組合員として保障を継続したい方は、「退職組合員加入申込書 兼 脱退手続等申込書」の「1．申込
事由」欄の「⑥その他」に○をしてください。「4．生命・傷病共済の継続申請」欄の記入は不要です。

退職手続で下記に該当された方は、マイナンバーの申告書をご提出いただきます。
申告書が届きましたら、速やかにご提出をお願いいたします。

１　新長期生命80、終身生命共済 ⇒ 解約、保障開始手続により清算金が100万円を超える方
２　警生協年金「ゆとり」 ⇒ ①脱退一時金の受取額が100万円を超える方　　
  ②年金年額が20万円を超える予定の方

3月末日に60歳で定年退職した組合員の残存掛金額（４月～６月の３か月分）
1口 2口 3口 4口 5口 6口

生命共済 4,020円 8,040円 12,060円 16,080円 20,100円 24,120円

傷病共済

合計 7,140円 11,160円 15,180円 19,200円 23,220円 27,240円

一律　　　3,120円

注　退職時に契約口数を変更することはできません。

注　ケガとは、急激で偶発的な外来の事故により身体に受けた損傷をいいます。

生命
共済

共済金名

死亡共済金

入院共済金

支払事由 共済金額

　共済期間中に被共済者が死亡したとき。 　契約口数1口に対し、500万円（最高6口3,000
万円）をお支払します。

　入院初日から、1日につき8,000円をお支払し
ます。ただし、一共済期間につき180日を限度とし
ます。

　共済期間中に被共済者が病気で１回につき
継続して3日以上又はケガ（注）で1日以上の入
院をしたとき。

傷病
共済

　死亡、入院等の支払事由が生じた場合は、都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者に共済金をご請求く
ださい。

１ 申告が必要となる共済金等
次の共済金等の一つの受取額が100万円を超える場合は、マイナンバーの申告が必要となります。

 

２ 申告が必要となる方　 
契約者のマイナンバーが必要となります。ただし、共済金等の受取人が契約者以外の場合は、契約者に加え

て、受取人のマイナンバーも必要となります。
なお、警生協年金「ゆとり」については、警生協の理事長が加入組合員を代表して、生命保険会社各社との間

で、「拠出型企業年金保険」契約を結んで運営していることから、マイナンバーの申告が必要となるのは受取人
のみとなります。

 

３ 申告手続の流れ　
マイナンバーの申告が必要な場合は、警生協からご案内します。共済金等の請求時又は支払金額の確定後に

「マイナンバー申告書」用紙及び専用の返信用封筒を警生協から送付しますので、マイナンバーの確認書類とな
る「通知カード」若しくは「個人番号カード」のコピー又は「住民票（個人番号付き）」（コピーでも可）を貼付又は
添付し、専用の返信用封筒に封入して、直接、警生協事務局に返送していただきます。

なお、警生協年金「ゆとり」については、日本生命保険相互会社が窓口となります。

平成 28 年 1 月 1 日から、共済金等の受取額が 100 万円を超える場合、警生協が作成し税務署に提出する「支
払調書」（法定調書）に、「契約者及び受取人のマイナンバー（個人番号）」の記載が必要となり、「マイナンバー申告
書」の提出をお願いしております。

マイナンバーの申告が必要です！重  要

マイナンバーの申告が必要となる場合 

共済区分 共済金等 備 考
生命共済 死亡共済金

新長期生命80

死亡給付金

Ｂ型
死亡共済金

生存共済金

終身生命共済 死亡共済金

新長期生命 80
終身生命共済 解約返戻金

財形年金共済 未払年金

警生協年金
「ゆとり」

確定年金、終身年金

一時金(死亡、解約)

新長期生命 80
終身生命共済

保障開始手続時の
清算金

本人・配偶者コースを選択され、配偶者分と合わせて200万円を
受け取られる場合のみ必要となります。
契約口数が３口（300万円）又は５口（500万円）の被共済者が
死亡した場合のみ必要となります。

年間の受給額が20万円を超える場合に必要となります。

新長期生命80及び終身生命共済の保障開始手続時点における掛金積立額が、
保障開始に必要な掛金積立額（保障必要原資額）を超過する場合にお返し
する金額をいい、その額が100万円を超える場合に必要となります。

共済金等の請求手続他共済金等の請求手続他

遺族年金 年間の受給額にかかわらず必要となります。
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共済金等の請求手続他共済金等の請求手続他

  

新長期生命80のご請求について

□　入院共済金等のご請求
　　契約者本人（契約者の方が死亡されて
　いる場合は指定受取人、ご請求の意思表
　示が困難である場合は代理請求人）が入
　院共済金等をご請求ください。

□　ご請求の内容によって必要な書類が異
　なりますので、次ページ以降をご覧くだ
　さい。詳しくは、警生協支部担当者にお
　問合せください。（請求用紙は支部に用意
　してあります。）
　　必要書類をご確認の上、速やかにご提
　出をお願いします。

ご請求手続に必要な書類について

　共済金をお支払できない場合は、その
理由とともにご連絡いたします。

お支払できない場合について

□　火災や風水害、地震等によって建物や
　動産が損害を受けた場合
　　連絡が遅れますと、時間の経過とともに
　損害との因果関係が不明瞭となり、共済金
　をお支払できない場合があります。

□　

火災・災害共済金、地震等災害見舞金の
ご請求について

　手続が完了し、支払が決定しま
したら、共済金等を速やかにお支

を」書知通金送「払します。また、
送付しますので、内容をご確認く
ださい。

Step 5 共済金等のお受取

　ご提出いただいた手続書類
に不備がないか確認の上、手続
を進めさせていただきます。

Step 4 手続書類の確認

OK

　請求書類に必要事項をご記
入の上、必要書類を添えて、警
生協支部に送付してください。

Step 3 必要書類のご返送

　支部から請求書等の手続書類
一式を送付します。

Step 2 必要書類の送付

　できるだけ早く 警生協
支部担当者（裏表紙を参照）に
ご連絡ください。

支払事由の発生Step 1

□　死亡共済金等のご請求
　　死亡共済金等の受取人がご請求くだ
　さい。

　損害の発生原因や被害状況を確認いた
します。被害箇所、被害物、建物全景、
表札等の写真は必ず撮影してください。
　損害の原因と損害状況の調査のため、
損害鑑定人等による立会を行う場合があ
りますのでご了承ください。

請求手続の流れ
 
火災・災害共済金、地震等災害見舞金の請求に必要な書類

１　火災・災害共済金請求書又は地震等災害見舞金請求書
２　建物及び動産の損害復旧見積書等（動産の場合は修理の見積書） 

５　請求額が300万円以上の場合には、登記簿謄本又は固定資産税納税通知書（所有者が確認できる箇所）の写し
６　請求者と所有者が異なる場合には、所有者の委任状及び印鑑登録証明書 
７　他の火災保険(共済)契約がある場合には、その保険証券（共済証書）の写し

共済金の請求には、次の書類が必要となります。都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者に連絡
し、以下の請求に必要な書類を警生協支部に送付してください。

損害鑑定人による調査 　
時間の経過により損害と火災・災害等の共済事故との因果関係が不明瞭な場合や、経年劣化との判別が難

しい場合等においては、必要に応じ損害鑑定人による立会調査を実施し、損害の原因や損害状況の調査を行
うことがあります。

損害鑑定人による立会調査を行うのは、公平・公正な支払審査を行うためですので、ご理解とご協力をお
願いいたします。

警生協は、警察職員による警察職員の生活の向上のために設立した非営利の職域生協です。組合員の皆様
に少しでも低廉な掛金で火災・災害共済をご利用いただけるよう事務経費（人件費、広告宣伝費等）をギリギ
リまでしぼり、また、大規模災害時等に現地調査員を投入することもなく、共済金のご請求時の審査は、主と
して組合員の皆様からご提出いただいた書面等で行っております。

組合員の皆様には、このことをご賢察の上、共済事故が発生した場合は、できる限り早くご連絡を頂くとと
もに、損害状況を示す写真等、共済事故（罹災）と損害との因果関係を示す書類、損害率を算定するために不可
欠な見積書、請求書、領収書等の書類を、必ずご提供いただきますようご協力をお願いいたします。

建　　　　物● … 損害箇所を復旧するために要する費用（罹災箇所以外の修理費用は除きます。）
の見積書です。

写 真● …

…

❶片付け前、又は修理前の被害にあった状況がはっきりと判る写真 注
❷表札が入った玄関部等の写真
❸家屋全体の写真
注　落雷で電気製品が被害にあった場合は、焼け焦げたコードやショートした基盤の痕が判る写真

現場の見取図　　　損害の箇所を図示してください。
消防署長、市区町村長、警察署長等関係官署が発行する罹災証明書等の証明書類（コピー可）

●

動 産● … 修理が原則です。電気製品の損害は、同製品のメーカーのサービスセンター等に
依頼して、損害の原因を記載した見積書を提出してください。修理不能の場合は、そ
の理由等も見積書に記載するようサービスセンター等に依頼してください。

なお、修理不能により新たに製品を購入する場合には、事前に、警生協支部担当者
にご連絡ください。水濡れなどの場合は、クリーニングが原則となります。

○　火災の場合…消防署長
○　大規模自然災害、地震の場合…市区町村長（ただし、建物被害がなく、動産被害のみの場合は不要）
○　自宅への車両の衝突（当て逃げ）の場合…警察署長（事故証明は自動車安全運転センターが発行）

●　台風、風水害等の場合…新聞記事の切抜き
●　落雷の場合…気象庁のホームページ上の罹災日のデータをプリントしたもの、新聞記事の切抜き等

３　動産損害内訳書
４　損害との因果関係を証明する資料（被害の状況を証明する資料）

損害が発生しましたら、できるだけ早くご連絡ください。
ご連絡が遅れますと、罹災と損害との因果関係が不明瞭となり、共済金をお支払できない場合があ

りますのでご注意ください。

●

警生協からのお願い重  要
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共済金等の請求手続他共済金等の請求手続他
新長期生命80、終身生命、財形年金の請求に必要な書類 入院共済金請求時に提出が必要な添付書類

注 1　診断書については、患者名、入院期間、傷病名、病院名、医師のサイン又は押印があり、退院日以降に発行されたものとなり
　　ます。診断書記載内容に不明な点がある場合は、再度診断書を提出して頂くか、病院に照会をさせて頂きます。また、診断
　　書に代えて「診療状況申告書」と「入院期間の分かる領収証」（コピー可）で請求できる場合があります。
注 2　ケガが原因で入院した場合は、診療状況申告書等ケガの状況が分かる書類が必要です。
注 3　受取人が、死亡した被共済者の除籍された戸籍謄本に記載されていない場合は、受取人の戸籍謄本が必要です。
注 4　指定受取人を法定相続人としていた場合又は指定受取人が既に死亡していた場合は、被共済者の法定相続人又は死
　　亡した指定受取人の法定相続人に共済金等を支払うこととなりますが、その人数や生存を確認するため、被共済者又は
　　死亡した指定受取人の改製原戸籍が別途必要となります。
　　　また、受取人となる方が複数人いる場合には、代表受取人選定届に加え、各人の戸籍謄本、印鑑証明書が必要です。
注 5　災害重度障害共済金の請求時は、災害が原因で重度障害になられたことを証明する書類が必要です。
注 6　据置中のみの財形年金の保障です。
注 7　所定の請求書は、ご連絡をいただくことなく、警生協事務局から当該時期に送付いたします。

●　ご契約者に請求意思能力がない場合は、代理請求制度を利用することができます。その際は、代理請求人全
　員が規約に定められた範囲及び順位であることが確認できる戸籍謄本が必要です。ただし、配偶者が請求す
　る場合は、戸籍謄本に代えて住民票（マイナンバーの記載がないもの）で代用することができます。
●　指定受取人に請求意思能力がない場合は、成年後見人制度を利用することができます。家庭裁判所に指定
　受取人の成年後見人を申し立て、その成年後見人が共済金の請求を行うことになります。
●　医師の診断書、死体検案書、領収証はコピーでも結構です。

　都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者に連絡し、ご自身の契約内容や支払条件をご確認の上、
以下の請求に必要な書類を警生協支部に送付してください。

●　異常分娩とは、切迫流産、妊娠悪阻、妊娠高血圧及び帝王切開などをいいます。
●　診断書については、患者名、入院期間、傷病名、病院名、医師のサイン又は押印があり、退院日以降に発行された
　ものとなります。診断書記載内容に不明な点がある場合は、再度診断書を提出して頂くか、病院に照会をさせ
　て頂きます。
●　上記にかかわらず、組合が必要と認めた場合には医師の診断書を提出していただくことがあります。
●　領収証については、患者名、入院期間、保険適用の有無、病院名、領収印があるものとなります。
●　医師の診断書、領収証はコピーでも結構です。

新長期生命80 終身生命 財形年金

入院されたとき

死亡されたとき

(災害で)重度障害
になられたとき

契約者が70歳に
なった日の直後の
契約応当日に生存
しているとき

支払事由 必要書類

所定の請求書

医師の診断書（注1）

診療状況申告書等（注2）

所定の請求書
医師の死亡診断書又は

死体検案書
戸籍謄本又は抄本(注3.注4)

所定の請求書
医師の診断書
(所定の様式)(注5)

所定の請求書(注7)

所定の請求書(注7)

契約者が70歳、
75歳、80歳、
85歳、90歳に
達したとき

入院共済金

死亡共済金
(B型)

死亡給付金

重度障害共済金
(B型)

生存共済金
(B型)

ー

－

死亡共済金

重度障害共済金

ー

長寿祝金共済金
(２型)

－

（死亡給付金）
(注6)

未払年金

ー

(重度障害給付金)
(注6)

 (災害重度障害共済金)
 (注6)

ー

傷病区分
新規・増口
増額契約
からの
契約期間

継続入院
日数

提出が必要な添付書類

悪性腫瘍

全入院 医師の診断書

医師の診断書

医師の診断書

医師の診断書

医師の診断書

30日以内

31日以上

異常分娩 契約期間にかかわらず
全入院

契約期間に
かかわらず
全入院

上記以外
の病気

ケガ

２年以内

２年超

２年以内

２年超

10日以内

11日以上

30日以内

31日以上

30日以内

31日以上

医師の診断書　又は
診療状況申告書+入院期間の分かる領収証

医師の診断書　又は
診療状況申告書+入院期間の分かる領収証

医師の診断書　又は
診療状況申告書+入院期間の分かる領収証

医師の診断書＋診療状況申告書　又は
診療状況申告書+入院期間の分かる領収証

医師の診断書+診療状況申告書
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共済金等の請求手続他共済金等の請求手続他
共済金等の請求者と受取人

代理請求制度 

火災・災害共済金等の場合 
　共済金の受取人は、原則として組合員、配偶者及び 2 親等以内の親族となります。
●　 建物の所有者が共済契約者（組合員）の場合は、共済契約者が請求してください。
●　 建物の所有者が共済契約者（組合員）以外の場合は、建物の所有者が請求してください。
※　建物の所有者が共済契約者（組合員）以外の場合で、共済契約者（組合員）が請求する際は、所有者の委任
　状と印鑑証明書を添えて請求してください。
※　共済契約者の死亡後、同一生計の親族の方が当該契約の満了まで引き続き共済契約を承継された場合の
　請求者と受取人は、その承継された方です。

指定受取人の変更 
●　 指定受取人の変更は、被共済者の死亡する前に、契約者ご自身が記入し、警生協への届出が必要です。

また、契約者に意思能力がない場合の変更はできません。
●　 配偶者死亡時の指定受取人を変更する場合は、被共済者である配偶者の同意が必要です。
●　 遺言により指定受取人を変更することはできません。
●　 各共済事業の指定受取人はいつでも変更可能です。「改姓届兼受取人変更届」を提出してください。

●　代理請求制度とは、共済契約者が事故や病気で意思表示が困難な状態となり、入院共済金や重度障害共済金
　等の請求を行うことができない場合に、配偶者、子供、父母、兄弟姉妹のいずれかがこの順番で代理請求人と
　なって、共済金等を請求できる制度です。
●　代理請求制度を利用する場合は、共済契約者の請求意思能力の有無の記載がある診断書（コピー可）、　同順位
　の代理請求人が複数人いるときは、その全員が規約の範囲及び順位であることが確認できる戸籍謄本及び代表
　代理請求人選定届が必要です。
　　ただし、配偶者が代理請求する場合については、戸籍謄本に代えて住民票（マイナンバーの記載がないもの）
　で代用することができます。　 

上記以外の共済金等の場合 
共済契約者が請求者かつ受取人となる場合 注1

●　新長期生命 80、終身生命共済の「重度障害共済金」
●　新長期生命 80 の「入院共済金」 
●　新長期生命 80 の「生存共済金」 
●　終身生命共済の「長寿祝金共済金」
●　財形年金共済の「年金」 
●　財形年金共済の「災害重度障害共済金」、「重度障害給付金」

指定受取人が請求者かつ受取人となる場合 注2

●　新長期生命80、終身生命共済の「死亡共済金」
●　新長期生命80、財形年金共済の「死亡給付金」 
●　財形年金共済の「未払年金」
注 1　共済契約者の死亡により共済金を受け取ることができない場合は、指定受取人が受取人となります。
注 2　指定受取人が既に死亡している場合は、指定受取人の法定相続人が死亡共済金等の受取人となります。

代理請求人の指定
代理請求人を予め指定しておくことで、請求時に戸籍謄本などの提出が不要となります。

○　指定受取人が死亡した場合は、速やかに再指定をしてください。
○　代理請求人を指定されていない方は、代理請求人を指定されることをお勧めします。
　　代理請求人の指定又は既に指定している代理請求人の情報に変更がある場合は、都道府県警察等
　（厚生担当課）の警生協支部担当者にご相談ください。

被共済者が共済金を請求することができない事情があり、かつ法定代理人がいない場合は、被
共済者の代理人として、次の範囲及び順位の方が共済金を請求することができます。　

１　被共済者と同居又は生計を一にする配偶者
２　被共済者と同居又は生計を一にする３親等以内の親族
３　上記１に該当しない配偶者又は上記２に該当しない３親等以内の親族

　　火災・災害共済［代理請求人の指定は不可］

共済契約者が意思表示が困難な状態等となり、入院共済金や重度障害共済金等の請求を行うこ
とが困難な場合には、共済契約者に代わって、下記の範囲及び順位の方が共済金等の請求をする
ことができます。

なお、代理請求人を下記の範囲で、指定若しくは変更するとき、又はこの制度を利用しないこと
とするときは、「共済金等の代理請求人の指定・変更届」の提出が必要ですので、都道府県警察
等（厚生担当課）の警生協支部担当者へ連絡してください。

１　配偶者
２　子
３　父母（養父母、実父母）
４　兄弟姉妹

　　新長期生命80、終身生命共済、財形年金共済［代理請求人の指定が可能］

代理請求時の留意点

○　代理請求人が共済金等の請求を行う場合は、請求時においても上記代理請求人の範囲内の者である
　ことが必要です。
○　共済契約者に故意に共済金等の支払事由を生じさせた者は、代理請求を行うことはできません。
○　代理請求人に共済金等をお支払した場合は、その後、その共済金等の請求を受けても、重複してのお
　支払はいたしません。
○　共済金等の振込先は、原則として共済契約者の口座です。

警生協からのお願い
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共済金等の請求手続他共済金等の請求手続他

※　上記証明書は、確定申告の際に必要となりますので、大切に保管してください。     

退職後のご案内スケジュール

火災・災害共済にご契約の方

新長期生命80 ・終身生命共済、財形年金共済にご契約の方 

　 下記の事案が発生した際は、都道府県警察等（厚生担当課）の
警生協支部担当者へご連絡ください。

保険料控除証明書の発行について

共済金等の税制上の取扱いについて

生命・傷病共済
新長期生命80
終身生命共済
警生協年金「ゆとり」
新火災共済

　日本生命から発行いたします。    
　地震保険料控除の対象とはなっておりません。

共済名 発行の有無

●　発行時期　原則として、退職された年の10月に発行します。
 　　 　10月～12月にご退職の方には、別途追加で送付します。

●　生存共済金、長寿祝金共済金、保障開始時の清算金及び解約返戻金にかかる税金

４月

8月

9月

新火災共済掛金の預金口座振替依頼書の提出依頼

新長期生命80及び終身生命の「契約内容のお知らせ」の通知、新火災共済預り金残高通知書

広報誌「きずな」送付（決算のご報告その他警生協からのお知らせ）、新火災共済引受通知書

○
○
○
○
×

　退職時一時払掛金の控除は、払込みをした年のみ対象となるため、翌年以
降の証明書の発行はありません。

備　　考

被共済者（注1）

共済契約者
及び

その配偶者
共済契約者 所得税（一時所得）

共済金の受取人 税の種類 備　　考

備　　考

●　警生協年金「ゆとり」にかかる税金
被保険者

加入者 加入者 所得税（雑所得）

年金の受取人 税の種類 備　　考

●　死亡共済金にかかる税金
被共済者（注1）

共済契約者

配偶者

法定相続人（注2）

法定相続人以外の者

相続税

相続税（遺贈）

共済契約者 所得税（一時所得）

共済契約者以外の者 贈与税

共済金等の受取人 税の種類

　差益（収入金額と必要経費の差）から50万円を控除し、残
額があれば、その1/2を他の所得と合算して課税されます。

　他の保険と合わせて、法定相続人の人数×500万円の
非課税枠があります。

　法定相続人以外の方が、共済契約者から共済金を遺贈
されたものとみなします。相続税の対象ですが、非課税枠
の適用はありません。

　差益（収入金額と必要経費の差）から50万円を控除し、残
額があれば、その1/2を他の所得と合算して課税されます。

　共済金（その他の贈与財産がある場合は合算します）か
ら110万円を控除した額に贈与税が課税されます。

日本生命から「年金支払証明書」が発送されます。

注１　被共済者とは、共済契約の保障の対象となる人をいいます。
注２　法定相続人とは、配偶者、子、父母など被相続人が亡くなったときに、法律で規定された相続する権利がある人をいいます。

※　財形年金共済は非課税で、確定申告の必要はありませんので、証明書等の発行はしておりません。
※　火災共済金、災害共済金、地震等災害見舞金、入院共済金、重度障害共済金及び重度障害給付金は非課税です。た

だし、確定申告時に所得控除を受ける場合は、控除額を計算する際の「保険金などで補てんされる金額」に該当し
ます。個別の税務取扱い等については、税務署へお尋ねください。

（平成29年10月現在の関係法令・税制で記載しており、今後変更される可能性があります。）

空家等となる理由
旅行、ロングステイ

長期の入院、介護施設等への入所 １年以内

家屋を取得し居住予定であったが、上記1、2の理由により居住できなくなった

１

２

３

継続可能期間

その他のお知らせ

◎　次に該当する場合は、できるだけ早く都道府県警察等（厚生担当課）の警生協支部担当者まで電話連絡(通
知)をした上で、所定の手続をとってください。通知及び所定の手続を怠りますと、罹災した際に共済金等を
削減する場合や、お支払ができなくなる場合がありますので、ご注意ください。

1　火災や災害の事故が発生し、損害が生じたとき
2　告知事項（建物所有者、居住者、他の火災保険の契約有無）の変更
3　建物の用途変更（自宅を貸家や店舗にした場合等）、建物の構造変更、増築、解体、譲渡
4　建物の住居表示の変更、動産の所在地変更※1
5　動産のみの契約をしている方で、家屋を新築（購入）予定で、新規契約を希望するとき
6　転居による住所変更及び転居に伴う増口・減口・解約
7　共済契約者又は承継者の死亡
8　今まで居住していた建物を30日以上継続して空家又は無人とするとき ※2
9　解約するとき

※1　動産の所在地を変更（町名等変更を含みます。）したときは、「動産移動届」の提出が必要です。
※2　空家は契約できません。ただし、下表の理由による場合は、空家となる期間中、契約者又は親族等の方

が月1回以上建物の維持管理を行う旨を約した申立書を提出することを条件に契約を継続することが可
能です。

　●　被共済者が死亡したとき
　●　死亡共済金等の指定受取人を変更したい
　●　指定受取人が死亡したので、変更したい
　●　転居をしたので、住所を変更したい
　●　結婚、離婚をしたので、改姓をしたい。また、指定受取人を変更したい

【財形年金共済にご契約の方】
　●　財形年金の振込先口座を変更したい

ご連絡ください！重  要
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